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築基準法（昭和 25年法律第 201 号）第 2条第 5号に規定するものをいう。）に工場生産による規格化された部
材を用い、組立工法により建設する住宅で、2以上の居住室を有し、かつ、人の居住の用に供するために必要な
施設をそなえたものをいう」と定義し、その認定の対象は「同一タイプの工業化住宅が年間 150 戸以上建設され、





















































































































































































































































































































8）ここでいう主要構造部とは建築基準法でいう主要構造部と同義で， 柱， 梁， 床， 屋根または階段を指す。




10）参考文献 7）p.24   




められたりする初動期の公的支援が効果的であった ( 巽 )」注11）が、その後も住宅金融公庫融資の対象の住宅が
工業化住宅の企業側にとって主な市場であった。図 1-3 は工業化住宅における住宅金融公庫融資の住宅のシェア
であるが 1980 年代、1990 年代は 7割前後を占め注12）、工業化住宅事業の対象は住宅金融公庫融資制度の対象
とする住宅の性能・品質あるいは価格基準に合致した個人の持家であり、日本の戸建住宅独特の生産・供給方式
である個々の需要者の要求に応じた間取りと仕様による注文住宅であった注13）。





ているからである。ちなみに住宅金融公庫融資の全住宅の戸数は 1996 年度が 36 万戸弱であるのに対し，2004 年度は 1































































































































































































































































































































































































































ところで、1978 年度から 2007 年度までの日本の戸建住宅の販売戸数上位 8社中 6社は、工業化住宅を生産・









その背景は 5年ごとに実施している「住宅土地統計調査」（総務省）によると、日本の総世帯数は 4,726 万世
帯であるが、これに対して総住宅ストック数は 5,389 万戸弱に達し、空家は 664 万戸にも及んでいる (2003 年
調査 )注19）。
また国立社会保障・人口問題研究所の「日本の世帯数の将来推定」によると，日本の総人口は 2005 年以降の
16）参考文献 11）のデータを筆者がグラフ化した。ただし，1978 年度から 1983 年度までアパートの戸数を 6で除し、戸
建に換算し加算されている。



















































































































































図 1-7 戸建住宅生産・供給業者上位 8社の販売戸数
（凡例　＊ : 在来木造住宅，＊＊ : ツーバイフォー住宅，印なし : 工業化住宅）





現実の住宅市場全体は 1990 年代半ばから縮小へと向かっている。その中で工業化住宅の販売戸数は 1990 年
代半ばまでの急上昇から大幅な減少に転じ、図 1-8 に示す販売戸数は 1996 年度を中心に左右対称形となってい
る注22）。
例えば 1996 年度から 2002 年度においては 50％弱も急落しているが、その内訳は以下のようになる。
①住宅着工戸数全体の減少が 30％弱（図 1-9）注23）。
②住宅着工戸数全体に対する戸建住宅のシェアが 48.7％から 42.5％へ減少（図 1-10）注24）。
















































































































































































































































































































































































































26）参考文献 62）p.2，巽は 1970 年代初期の様子を「住宅生産に対する今日の要請は，不特定需要または特定大規模需要の
ための商品生産を促しており，一方、生産技術は工業化に向かって長足の進歩をみせてきた」と述べている。
27）参考文献 4），5）によると戸建住宅における工業化住宅のシェアは 1973 年度に 10％を初めて超えた。また，積水ハウ
スは 1971 年東京，大阪証券取引所に 1部上場。大和ハウス工業は 1961 年東京，大阪，名古屋証券取引所に 1部上場。パ















一方、鎌田は建築生産論から 1970 年代半ばの時点において、工業化住宅が「10 数年という年月をかけて、



























33）  参考文献 18）p.7-02，pp.5-01-5-02
34） 参考文献 17）p.7　  
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41）参考文献 10）pp.48-51   
42）参考文献 23），24），25），26），27），28）
43）参考文献 28）PP.95-96

















































































































































































59）参考文献 33）pp.15-19  












































ここで研究対象期間の 1970 年代から 2000 年代までを、以下に示すよう大きく 4つに区分しその期間におけ
る工業化住宅の市場を支配したルールを明らかにしながら論を展開する。区分についての詳細の説明は各章で行
うが、参考のためにその間の全工業化住宅の販売戸数の増減を各期の初年度を 100 とした指数で付記する注67）。
①工業化住宅事業の成立・定着期：1970 年度から 1979 年度（128.0）
②工業化住宅事業の市場拡大期：1980 年度から 1996 年度（175.8）
③工業化住宅事業の市場縮小期：1997 年度から 2002 年度（62.8）
④工業化住宅事業の市場逓減期：2003 年度から 2007 年度（86.4）
なおここで、あえて工業化住宅の市場と呼ぶのは、工業化住宅の市場は住宅全体や戸建住宅全体の市場の一部












②各社別の販売戸数の記録のある 1978 年度から 2007 年度において日本の戸建住宅供給企業の上位 8社以内

















しかも図 1-7 にみるようこの 2社が 1990 年代半ば以降、上記工業化住宅 4社と同等の戸数の戸建住宅を販売
しているからである。なおこの件については再度第 6章で詳述する。




本論文は、序論（第 1章）、本論（第 2章～第 6章）、結論（第 7章）から構成されている（図 1-12）。各章







第 3章では、1970 年代の工業化住宅事業の成立・定着期から 1980 年代の市場拡大期において各社がどのよ
うにして自社の販売・施工方式によって事業を展開したかを解明し、商品の方式と販売・施工方式の適合性を論
じる。







71）同期間における参考文献 11）の 4社の販売戸数を参考文献 6）の全プレハブ住宅販売戸数で除した。
72）参考文献 41），42）
73）参考文献 38）持株会社になってからの同社の単独決算の売上高は「経営管理料収入」となっている。






























（1970 年代～ 2000 年代）
各社の販売・施工方式
販売・施工方式と売上高、販売管理費
　　（1970 年代～ 1990 年代半ば）











































企業名 著（編）者等 書名 発行所 発行年
積水ハウス 積水ハウス : 新しい住まいづくりのパイオニア ダイヤモンド社 1971年
橋本光司 積水ハウス住宅ルネッサンス : 内需拡大をリードする新戦略 ティビーエス・ブリタニカ 1987年
積水ハウス 積水ハウス30年のあゆみ 積水ハウス 1994年
大和ハウス工業 大和ハウス工業二十年史 大和ハウス工業 1975年
大和ハウス工業 大和ハウス工業30年 大和ハウス工業 1985年
大和ハウス工業 大和ハウス工業40年 大和ハウス工業 1995年
大和ハウス工業 大和ハウス工業50年 大和ハウス工業 2005年
ナショナル住宅建材 ナショナル住宅建材10年のあゆみ ナショナル住宅建材 1973年
ナショナル住宅建材 新・くらし文化ISM ナショナル住宅建材 1993年
ナショナル住宅建材 いしずえ、ふれ愛（社員向け定期刊行物） ナショナル住宅建材 1978年4月～
ナショナル住宅建材 たのしい住まいづくり（対需要者向定期刊行物） ナショナル住宅建材 1968年
小林昭夫 住宅産業へのアプローチ，ナショナル住宅産業 私家版 2001年
主婦の友社 フリーサイズのプレハブ住宅 主婦の友社 1971年
内橋克人 続々続々・匠の時代 サンケイ出版 1980年
三澤千代治 価値を逆転すれば現代に勝てる 講談社 1985年
三澤千代治 情断大敵 ＫＫベストセラーズ 1987年
高木順次 三澤千代治にみる発想・戦略・経営 ぱる出版 1987年
ミサワホーム ミサワホーム技術開発史 ミサワホーム 1997年
積水化学 矢島欽次監修 積水化学住宅革命進行中 弘済出版 1979年
旭化成 日本経営史研究所 旭化成八十年史 旭化成 2002年






組織名 著（編）者等 書名 発行所 発行年
建設省五十年史編集委員会 建設省五十年史 建設広報協議会 1998年
澤田光英 わたしの住宅工業化，産業化の源流物語 日本建材新聞社 1997年
日本住宅協会 昭和の住宅政策を語る 日本住宅協会 1992年
住宅金融公庫20年史編さん委員会 住宅金融公庫20年史 住宅金融公庫 1970年
住宅金融公庫 住宅金融公庫30年史 住宅金融普及協会 1980年
プレハブ建築協会 プレハブ建築協会十年の歩み プレハブ建築協会 1973年
プレハブ建築協会二十年史編さん委員会 プレハブ建築協会二十年史 プレハブ建築協会 1983年
プレハブ建築協会25年のあゆみ編集委員会 プレハブ建築協会25年のあゆみ プレハブ建築協会 1988年
プレハブ建築協会30年史編纂委員会 プレハブ建築協会30年史 プレハブ建築協会 1993年
プレハブ建築協会 プレハブ建築協会40年史 プレハブ建築協会 2003年






番号 組　織　名 書名または報告書名 発行
1 建設省計画局調査統計課編集 建築統計年報 昭和53年度版 財団法人建設物価調査会
2 建設省計画局調査統計課監修 建築統計年報 昭和54年度版～昭和58年度版 財団法人建設物価調査会
3 建設省経済局調査情報課 監修 建築統計年報 昭和59年度版～平成12年度版 財団法人建設物価調査会
4 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 監修 建築統計年報 平成13年度版～平成20年度版 財団法人建設物価調査会
5 通商産業省生活産業局住宅産業課 プレハブ住宅に関する消費者アンケート調査報告書 1974年度～1992年度 通商産業省生活産業局住宅産業課
6 通商産業省生活産業局住宅産業課 工業化住宅に関する消費者アンケート調査報告書 1993年度～1997年度 通商産業省生活産業局住宅産業課
7 生活産業局窯業建材課 工業化住宅に関する消費者アンケート調査報告書 1998年度～2000年度 生活産業局窯業建材課
8 住宅産業情報サービス（経済産業省の委託業務） 工業化住宅に関するCSアンケート調報告書 2001年度～2003年度 住宅産業情報サービス
9 コンサルテックス（経済産業省の委託業務） 工業化住宅に関するCSアンケート調査報告書 2004年度～2007年度 コンサルテックス
10 住宅金融公庫 公庫融資住宅規模規格等調査報告　～平成11年度物件調査　(2005年発行） 住宅金融公庫
11 住宅金融支援機構　CS推進部編集 個人住宅規模規格等調査報告～集大成版（昭和56年～平成16年），CD-ROM　（2007年発行）住宅金融支援機構　CS推進部編集
12 プレハブ建築協会 プレハブ住宅販売戸数実績調査及び生産能力調査報告書 昭和54年度版～平成19年度版 プレハブ建築協会
13 住宅生産財団連合会 2001年度戸建注文住宅の顧客実態　2002年 住宅生産財団連合会






4 矢野経済研究所 日本マーケットシェア事典  1977年版～2002年版
5 住宅産業研究所 住宅需要の解明と商品戦略1982年～2009年
別表 1-5 民間企業による調査
番号 日付             面　談　者　 インタビューのテーマ 形式 場　　　　所












4 2006年6月26日 山東和朗・元建設省住宅局住宅生産課専門官 工業化住宅についての旧建設省の施策 旧住宅金融公庫本店（東京都）
5 2008年2月22日 城戸義雄・元建設省住宅生産課長 旧建設省の住宅政策の変遷 TOTO　テクニカルセンター(大阪市）
別表 1-6 過去の住宅建設の行政についてのインタビュー調査

























8 2008年9月19日 斗光博・元ミサワホーム取締役 ミサワホームの商品の変遷 ミサワ・インターナショナル本社（東京都）
別表 1-7 各社の過去の経営方針についてのインタビュー調査
番号 日付  面  　  談    　者　 インタビューのテーマ 形式 場　　　　所
1 2008年3月1日 山田弘光・元大和ハウス工業経理担当取締役 大和ハウス工業の有価証券報告書の内容
容確認
事務所（京都市）
2 2008年3月13日 内田隆・積水ハウス経理財務部長取締役 積水ハウスの有価証券報告書の内容 積水ハウス本社（大阪市）
3 2009年3月15日 古川重信・元パナホーム協業会社経理責任者 パナホームの直営化と経理の状況① 事務所（京都市）
4 2009年3月27日 古川重信・元パナホーム協業会社経理責任者 パナホームの直営化と経理の状況② 事務所（京都市）
別表 1-8 各社の過去の有報の内容についてのインタビュー調査
別表 1-9 各社の住宅商品についてのインタビュー調査

































8 2006年1月16日 六反田則幸・デザイン技術企画室室長 大和ハウスの集合住宅の事業 大和ハウス工業本社（大阪市）








11 2007年10月9日 佐伯吉則・大和ハウス工業住宅商品開発部長 大和ハウス工業のオープン化の可能性 N 大和ハウス工業本社（大阪市）
12 2008年1月28日 池上悟・パナホーム建設部部長 パナホームの施工原価
での変遷
パナホーム本社（豊中市）
13 2008年2月1日 石本徳三郎・元積水ハウス研究所所長 積水ハウスの初期の技術開発 日本健康住宅協会（大阪）
14 2008年3月3日 中川哲郎・住友林業筑波研究所長 木造構法の技術開発の現状 住友林業筑波研究所（つくば市）
15 2008年3月13日 石本徳三郎・元積水ハウス研究所所長 積水ハウスの商品の変遷 積水ハウス本社（大阪市）
16 2008年3月13日 脇田茂樹・住宅産業研究所マネージャー 各社の商品の性格と変遷 住宅産業研究所関西支社（大阪市）
17 2008年9月25日 渡辺幸二・パナホーム商品技術本部長取締役 パナホーム部材のオープン化可能性 N パナホーム本社（豊中市）




番号 日付 面　談　者　（カッコ内は質問者側の出席者） インタビューのテーマ 形式 場　　　　所
1 2002年5月22日 柴田幸吉・積水ハウス総務部長 積水ハウスの生産・供給活動 T1 日本健康住宅協会(大阪市)






































9 2008年1月28日 杉本幹生・パナホーム広報宣伝部部長 パナホーム宣伝活動について パナホーム本社（大阪市）
別表 1-10 各社のマーケティング活動についてのインタビュー調査
別表 1-11 販売・施工段階における活動についてのインタビュー調査
番号 日付 面　談　者　（カッコ内は質問者側の出席者） インタビューのテーマ 形式 場　　　　所
1 2003年7月3日 川島裕・パナホーム首都圏環境開発支社支社長 パナホームの首都圏での営業活動 パナホーム東京支社（東京都）
2 2006年6月29日 岡光正範・元パナホーム協業会社社長 パナホーム協業会社の経営
①
ナテックス本社（東京都）
3 2007年10月25日 岡光正範・元パナホーム協業会社社長 同　　　　　　　　　上　 パナホーム本社（豊中市）
4 2008年1月16日 仲井昭久・元職能厚生部長 積水ハウスの工事体制の変遷 積水ハウス本社（大阪市）











2 2005年11月26日 二色洋昭・ボス・コミュニケーションズ代表取締役 住宅のフランチャイズ・ビジネスの現状 ボス・コミュニケーションズ（東京都）
3 2006年2月10日 田鎖郁男・エヌ・シー・エヌ代表取締役専務 SE構法の生産・供給活動 エヌ・シー・エヌ本社（東京都）
4 2006年3月10日 竹ノ内・山栄ホーム営業課長 三井ホームの工事体制、2×4構法の現状 山栄ホーム本社（長岡市）
5 2008年7月30日 久門毅・松下電工情報機器分社総合商品企画部部長 テクノストラクチャーのビジネスモデル 松下電工本社（門真市）
6 2008年3月3日 山本泰之・住友林業住宅事業部副本部長執行役員 住友林業の商品政策 住友林業本社（東京都）
7 2008年3月3日 倉光二朗・住友林業海外事業本部副本部長 資材調達、海外活動 住友林業本社（東京都）
8 2008年3月4日 永田顕聖・日本住宅・木材技術センター企画技術部長 木造住宅の構法の認定ルール 日本住宅・木材技術センター事務所（東京都）
注 . 別表 1-2 から別表 1-12 の表記について
 1. 史料、図書の著 ( 編 ) 者、調査を行った組織名は当時の組織名を示す。
 2. インタビュー調査における社名、役職はインタビュー当時を示す。    
 3. インタビュー調査における形式の記号は以下の意味である。    
無印   ：筆者自身の研究のために行ったインタビュー調査    
T1      ：都市住宅学会，工業化住宅史研究委員会の主査として筆者が主導的に行ったインタビュー調査 
T2      ：都市住宅学会「日本の住宅産業の成立と展開に関する研究」特別研究委員会のプレハブ住宅部会の
　　　  部会長として、筆者が主導的に行ったインタビュー調査    
N       ：「NPO法人　KSK　これからの住まいを考える会」の活動の一環として、筆者が主導的に行ったインタ







版～国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 監修：建築統計年報 平成 20年度版 
6）プレハブ建築協会発行：プレハブ住宅販売戸数実績調査及び生産能力調査報告書， 昭和 54年度版～平
成 19年度版





11）矢野経済研究所 ヤノ・レポート編集部編：住宅産業白書 1981 年版～ 2008 年版
































31）Michael E. Porter, （土岐坤他訳）：競争優位の戦略，第 22版，ダイヤモンド社、2001
32）藤本隆宏，武石彰，青島弥一：ビジネスアーキテクチャ，有斐閣，2001
33）藤本隆宏：日本もの造り哲学，日本経済新聞社，2004
34）積水ハウス発行：有価証券報告書　「第 16期（自　昭和 45年 8月 1日　至　昭和 46年 1月 31日）」～「第
57期（自　平成 19年 2月 1日　至　平成 20年 1月 31日）」
35）大和ハウス工業発行：有価証券報告書　「第 12期（自　昭和 37年 10月 1日　至　昭和 38年 3月 31日）」
～「第 69期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
36）パナホーム（旧ナショナル住宅建材）発行：有価証券報告書　「第 10期（自　昭和 45年 10月 1日　至
　昭和 46年 3月 31日）」～「第 51期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
37）ミサワホーム発行：有価証券報告書　「第5期（自　昭和46年 4月 1日　至　昭和47年 3月 31日）」～「第
36期（自　平成 14年 4月 1日　至　平成 15年 3月 31日）」
38）ミサワホームホールディングズ ( 現ミサワホーム）発行：有価証券報告書　「第 1期（自　平成 15年 8
月 1日　至　平成 16年 3月 31日）」～「第 5期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
39）積水化学発行：有価証券報告書　「第 48期（自昭和 47年 4月 1日　至昭和 47年 9月 30日）」～「第
86期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
40）旭化成発行：有価証券報告書　「第 81期（自昭和 48年 4月 1日　至昭和 48年 9月 30日）」～「第
117 期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
41）住友林業発行：有価証券報告書　「第 44期（自昭和 58年 10月 1日　至昭和 59年 9月 30日）」～「第
68期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
42）三井ホーム発行：有価証券報告書　「第 19期（自平成 4年 4月 1日　至平成 5年 3月 31日）」～「第
34期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
43）伊藤邦雄：企業価値評価，日本経済出版社，2007
44）Krishma.G.Palepu, Paul M. Healy, and Victor L. Bernard, ( 斉藤静樹，筒井知彦，川本淳，八重倉孝，
亀坂安紀子訳）：企業分析入門，東京大学出版社，2004
24




































66）Herberd A. Simon, ( 松田武彦，高柳暁，二村敏子訳）：経営行動，ダイヤモンド房，1965
67）風呂勉：マーケティング・チャネル行動論　7版，千倉書房，1994
68）嶋口充輝，石井淳蔵：現代マーケティング [ 新版 ]，有斐閣，2000
69）風呂勉：垂直統合と「取引のパラダイム」，商大論集　29巻 2～ 3号 ,1977
70）O.E.Williamson, （井上薫，中田善啓訳）：エコノミック・オーガニゼイション―取引パラダイムの展開，
晃洋書房，1989
71）古川修：建設業と住宅産業，住宅，第 18巻，通巻第 201 号，日本住宅協会，p.13-17，1969.6
26
第２章　各社の販売・施工方式と販売管理費
(1970 年代～ 2000 年代）　

第２章　各社の販売・施工方式と販売管理費 (1970 年代～ 2000 年代）　　
2-1. はじめに




















































方式を構築し事業を定着させている注3）。ここで各社の有報の事業の内容欄により 1975 年度から 2007 年度ま
での各社が採用した販売・施工方式を以下まとめる。
積水ハウスは 1975 年度から 2007 年度までにおいて、自社にて工業化住宅の販売と施工を直接行う方式であ
る旨の記載がある注4）。
大和ハウス工業は 1975 年度から 2007 年度までにおいて、自社にて工業化住宅の販売と施工を直接行う旨の
記載がある注5）。
積水ハウスと大和ハウス工業が採用した自社にて直接行う販売・施工方式を以下「直営方式」と呼ぶ。




6）。図 2-1 に 1984 年 4月時点のパナホームの販売・施工方式のチャートを図示する（1-4-9 に記したよう当時









る体制を，「昭和 39年 3月の取締役会において，田鍋（社長 *）は代理店方式から直販方式への転換について発言した」と





7）参考文献 4）第 27期（自　昭和 58年 4月 1日　至　昭和 59年 3月 31日），p.7
8）参考文献 4）第 46期（自　平成 14年 4月 1日　至　昭和 15年 3月 31日），p.4，p.7




図 2-1 パナホームの販売・施工方式（1984 年 4月時点 , 出典：パナホーム有価証券報告書　第 27 期 p.7）
図 2-2 パナホームの販売・施工方式（2003 年 4月時点，出典：パナホーム有価証券報告書　第 46 期 p.4）
29




式を併用している旨の記載がある注10）。図 2-3 に 1984 年 4月時点のミサワホームの販売・施工方式のチャート




の比較は不可能である注12）。図 2-4 に 2003 年 4月時点のミサワホームホールディングスの事業の体制のチャー
トを図示する注13）。なお 2003 年度 8月から 2007 年度 3月までの間に多少の変更はあるが大差はない。
10）参考文献 5）
11）参考文献 5）第 17期（自　昭和 58年 4月 1日　至　昭和 59年 3月 31日）p.9
12）参考文献 6）第 1期（自　平成 15年 8月 1日　至　平成 16年 3月 31日）。例えば，ミサワホームホールディングスの
個別財務諸表における主たる営業収益は経営管理料収入である。
13）参考文献 6）第 1期（自　平成 15年 8月 1日　至　平成 16年 3月 31日）p.6
           
図 2-3 ミサワホームの販売・施工方式 （1984 年 4月時点，出典：ミサワホーム有価証券報告書　第 17 期 p.9）
30
            図 2-4 ミサワホームホールディングスの事業の仕組み
（2004 年 4月時点，出典：ミサワホームホールディングス有価証券報告書　第 1期 p.6）
31
以上のことから 1975 年度から 2007 年度までの大和ハウス工業と積水ハウスは直営方式であり、1975 年度
から 2002 年度 9月までのパナホームと、1975 年度から 2003 年度 7月までのミサワホームは直営方式と代理
店等注14）が販売と施工をおこなう方式（以下、「代理方式」と呼ぶ）を併用していたこと、さらに 2002 年度 10










図 2-5 から図 2-8 に 1975 年度から 2007 年度までの 4社の売上高の内訳を表示する。ただしミサワホームに
ついては 2002 年度までとする。
図 2-5、図 2-6 より積水ハウスも大和ハウス工業も完成工事売上高が主たる売上であることがわかる。この完
成工事売上高の中には有報の建築営業品目の欄に記載のある表 2-2、表 2-3 に示す工業化住宅の戸建住宅以外の
建築営業品目も含まれているが、積水ハウスの場合は基本的に工業化住宅の売上高である注15）。
また、図 2-7、図 2-8 より 1975 年度から 2001 年度までのパナホームと 1975 年度から 2002 年度までのミ





1975 年度から 2007 年度までの積水ハウス
1975 年度から 2007 年度までの大和ハウス工業
2002 年度 10月からの 2007 年度までのパナホーム
2003 年度 8月から 2007 年度までのミサワホーム
②代理方式
1975 年度から 2002 年度 9月までのパナホーム
































 表 2-3 大和ハウス工業の戸建住宅以外の建築営業品目
















































































































































































































































































2-7 ムの売上高内訳 図 2-8 ミサワホームの売上高内訳





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































16）参考文献 8）による。文献では 1978 年度から 1983 年度までアパートの戸数を 6で除し戸建に換算し，この数値を戸建
の戸数に加算している。
17）参考文献 9）pp.102 ～ 103
18） 筆者の調査によると代理方式のパナホームの標準価格構成表において，パナホームが代理店へ販売する 1戸分の部材価格




また、2002 年度 10 月に代理方式から直営方式に変更したパナホームは、2003 年度以降の販管費率が変更
前より減少傾向にある。
2-3-4. 販管費の内訳の比較
ここで販管費の内訳を検討するために下記の分類にしたがい 1975 年度から 2007 年度までの販管費の内訳を









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 2-12 積水ハウスの販売管理費内訳 図 2-13 大和ハウス工業の販





























































































































③したがって、最終購買価格に対する販管費の率は a1 ＋ a2 － a1b2 である。








積水ハウス、大和ハウス工業、パナホーム、ミサワホームの 1975 年度から 2007 年度までの有報の記事を分
析することによって以下のことが判明した。
①販売と施工の方式において、積水ハウスと大和ハウス工業は 1975 年度から 2007 年度において自ら販売と
施工を行う直営方式で事業を行っている。一方パナホームは 1975 年度から 2001 年度 9月まで主に代理方
式で事業をおこなっているが、2002 年度 10 月から直営方式を中心に事業をおこなっている。また、ミサ








































2）積水ハウス発行：有価証券報告書　「第 16期（自　昭和 45年 8月 1日　至　昭和 46年 1月 31 日）」～
「第 57期（自　平成 19年 2月 1日　至　平成 20年 1月 31日）」
3）大和ハウス工業発行：有価証券報告書　「第 12期（自　昭和 37年 10月 1日　至　昭和 38年 3月 31日）」
～「第 69期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
4）パナホーム（旧ナショナル住宅建材）発行：有価証券報告書　「第 10期（自　昭和 45年 10 月 1日　至
　昭和 46年 3月 31日）」～「第 51期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
5）ミサワホーム発行：有価証券報告書　「第 5期（自　昭和 46年 4月 1日　至　昭和 47年 3月 31日）」～「第
36期（自　平成 14年 4月 1日　至　平成 15年 3月 31日）」
6）ミサワホームホールディングス発行（現ミサワホーム）：有価証券報告書　「第 1期（自　平成 15年 8月
1日　至　平成 16年 3月 31日）」～「第 5期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
7）東京ミサワホーム発行：有価証券報告書　「第 18期（自　昭和 61年 4月 1日　至　昭和 62年 3月 31日）」
～「第 34期（自　平成 14年 4月 1日　至　平成 15年 3月 31日）」







(1970 年代～ 1990 年代半ば）　

第３章　事業の成立・定着期と市場拡大期における工業化住宅　（1970 年代～ 1990 年代半ば）  　
3-1. はじめに
この章では市場が拡大傾向にあった 1970 年代から 1990 年代半ばの各社の販売・施工方式と工業化住宅の関
係を明らかにする。
以下の手順で進める。




3-2. 1970 年代から 1990 年代までの時代区分
工業化住宅が登場して以来、新設戸建住宅全体に対する工業化住宅のシェアは 1970 年度にそれまでの 5％未
満からいきなり 7％を超え、1973 年度には 10％を超えている注1）。この頃には各社は紆余曲折しながらも、商
品はじめ住宅事業の体制を確立している注2）。





2）参考文献 12）p.63，積水ハウスは第 4期 1963 年 8月～ 1964 年 7月に初めて創業以来黒字を出している。参考文献 13）
pp.304-305，大和ハウス工業は第 26期 1969 年 10 月～ 1970 年 3月に「プレハブ住宅部門」が，それまで主な事業であっ
た「鋼管構造建築部門を抜いて，完全に主役の座を奪った」，参考文献 16）パナホームは第 5期 1965 年 10 月～ 1966 年
9月に創業以来の黒字を達成している。なお，各社の株式上場については第 1章注 28）参照。
3）1970 年度から 1977 年度までの販売戸数は，調査に応じた 3社の販売戸数である。1978 年度から 2002 年度までは参考
文献 15）による。同文献では 1978 年度から 1983 年度までアパートの戸数を 6で除し戸建に換算し，この数値を戸建の
戸数に加算している。しかし，同文献は 1984 年度以降はアパートと戸建戸数を別表示を行っている。そこで筆者は 1984
年度から 1999 年度までを，同文献のアパートの戸数を 6で除し，その数値を戸建の戸数に加算し販売戸数とした。その理

























































































































































































































これらの図から 1970 年代から 1990 年代について以下のことがわかる。






④パナホームは 1970 年代後半に営業利益率が一旦落ち込み、その後 1990 年代半ばまで上昇を続け、以降は
下降傾向である。また、1990 年のバブル崩壊後他社が営業利益率を下げている中、パナホームは 1996 年
度まで他社より一段と高い営業利益率を達成している。




図 3-4 にミサワホームの 1980 年度から 1999 年度までの販管費率を示す。この図から 1990 年代半ばの販管
費率は他の期間と比べ高くなって、営業利益を圧迫していることがわかる。そこでこの期間の販管費の内訳の各
費用と、売上高に対する各費用の割合を図 3-5、図 3-6 に表示する。これらの図から販売手数料と貸倒引当金が
1990 年代半ばにおいて異常に高いことがわかる。次に同社の事業分野別の売上高総利益率（以下、総利益率）

































































































































































































































図 の営業利益率の推移 図 3-4 ミサワホームの販管費率の推移
42
を図 3-7 に示すと、部材売上の総利益率は 1980 年度から 1990 年代半ばまで上昇しているが、同期間の不動産
売上の総利益率は大きく下落しおり、これはバブル経済崩壊によるものだと考えられる。以上のことからミサワ
ホームの 1990 年代半ばの営業利益率の低下は会計政策と不動産事業の悪化により営業利益率が下がったのであ





②代理方式による工業化住宅事業の効率が上昇傾向にあった 1980 年代から 1990 年代半ばまで。



















































































































































































































































































































































み出された。具体的には、ミサワホームは 1976 年「ミサワホームＯ型」、1977 年「ミサワホーム S型」を発
売し注10）、パナホームも 1977 年「ニュー F」、1979 年「スカイライン」を発売した注11）。
一方、直営方式の住宅企業もこれにならって企画型住宅を開発した。つまり積水ハウスは 1981 年「フェトー









各社の 1970 年代の自由設計住宅と 1980 年代の企画型住宅の代表的な商品について、当時の販売資料などの
文献の分析およびインタビュー調査を行い、工業化住宅部材の設計及び生産段階、つまり「部材設計・生産段階」
における比較を表 3-1、表 3-2 に、個々の需要者に対応し住宅を販売し施工する段階、つまり「販売・施工段階」







積水ハウス 大和ハウス工業 パナホーム ミサワホーム





のある外観 バルコニー オリジナルキッチン 吹き抜けのある玄関
平　面 矩形総2階建* 矩形総2階建* 矩形総2階建* 矩形総2階建*
平面計画 ある程度変更可 ある程度変更可 変更範囲小 限定プラン
住宅設備 ある程度変更可 ある程度変更可 変更範囲小 限　定
インテリア ある程度変更可 ある程度変更可 変更範囲小 限　定
流　通 単品対応 単品対応 パッケージ対応** パッケージ対応**
価　格 定価として明示 定価として明示 定価として明示 定価として明示
部材積算 事前積算 事前積算 事前積算 事前積算
*総2階建とは1階と2階が同一形状で、上下に重なった2階建のことを指す
**パッケージ対応とは一棟分の一部あるいは全部の部材をセットとして扱うこを指す
積水ハウス 大和ハウス工業 パナホーム ミサワホーム
商品名 セキスイハウスＢ型 スイートム20 Ｒ2A型 マイホーム75
商品特徴 プランの自由性 プランの自由性 プランの自由性 プランの自由性
平面計画 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由
住宅設備 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由
インテリア 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由 対応範囲の中で自由
流　通 単品対応 単品対応 単品対応 単品対応
価　格 仕様決定後積算し提示 仕様決定後積算し提示 仕様決定後積算し提示 仕様決定後積算し提示
部材積算 仕様決定後積算 仕様決定後積算 仕様決定後積算 仕様決定後積算
積水ハウス 大和ハウス工業 パナホーム ミサワホーム
商品名 フェトーのある家 チムニーのある家 スカイラインⅡ Ｏ型
主要構造部の部材 小型部材 * 小型部材 * 大型部材** 大型部材**
部材の接合 可能な限り自由 可能な限り自由 限定 限定
設備部材 市販品 市販品 オリジナル部材 オリジナル部材
生　産     計画生産     計画生産 受注生産 受注生産
生産機械 一般量産設備 一般量産設備 大型生産ライン*** 大型生産ライン***




積水ハウス 大和ハウス工業 パナホーム ミサワホーム
商品名 セキスイハウスＢ型 スイートム20 Ｒ2A型 マイホーム75
主要構造部の部材 小型部材 * 小型部材 * 小型部材 * 小型部材*
部材の接合 可能な限り自由 可能な限り自由 可能な限り自由 可能な限り自由
設備部材 市販品 市販品 市販品 市販品
生産 計画生産 計画生産 計画生産 計画生産
生産設備 一般量産設備 一般量産設備 一般量産設備 一般量産設備
発売年 1961年 1975年 1972年 1973年
*小型部品とは人力で移動、施工できる部材を指す
表 3-1 各社の部材設計・生産段階における自由設計住宅 表 3-2 各社の部材設計・生産段階における企画型住宅













No. 名　　称 商品上の内容と特徴 オリジナル内装・設備部材以前
Ａ システムキッチン 出窓と一体化したキッチン、ライフスタイルの提案 市販流し台の現場調達
工事の省力化、工期の短縮、仕上げ品質安定、　 下部：現場調達のFRPの浴槽
　防水性能安定と向上、洗濯物の乾燥器標準装備 上部：現場でのタイル工事
Ｃ 洗面ユニット 共通木目デザイン 現場調達の市販部材
Ｄ シャワートイレ 自社ブランド 現場調達の市販部材
Ｅ 内装建具 共通木目デザイン 現場での建具工事
Ｆ 収納壁 家全体の収納設計にあわせた収納、共通木目デザイン 現場での家具工事

























































































































以上 3-4-2、3-4-3 で行った分類を表 3-6 にまとめる。
3-5. 各社の業績と商品のアーキテクチャ
3-5-1.1970 年代

















































3-5-2. 1980 年代から 1990 年代半ばまで
しかし、代理方式の企業の工業化住宅事業の効率は 3-2 に述べたよう 1980 年代から 1990 年代半ばにかけて
上昇する。このことは先に述べた代理方式の企業が企画型住宅を定着させた時期と符合するが、以下詳細に検証
する。

































































































































24）参考文献 9）pp.102 に記載のある自由設計住宅の例の場合「総価格に占める」現場調達部材と労務費の合計は 41.7％。









型住宅の割合と、1戸当りの部材売上高との相関をパナホームについては 1977 年度から 1996 年度まで、ミサ
ワホームについては 1979 年度から 1996 年度までを示す。この図によるとパナホームにおいては企画型住宅の
割合の伸びが 1982 年度で止まるが、その後一戸当たりの部材売上高は急激に上昇し、全体として正の相関となっ
ている。ミサワホームは 1979 年度に既に 62％強占めており、以後 1戸当りの部材売上高が上昇しており、正
の相関となっている。
ここで各社の 1977 年度から 1996 年度までの主たる住宅事業の原価を、主たる住宅事業の売上高で除した売
上高原価率（以下、原価率）の推移を図 3-11 に示す。図からパナホームとミサワホームは企画型住宅を発売後、
主力商品として販売し、年々原価率を低減させていったことがわかる。
図 3-12 に各社の 1977 年度から 1996 年度までの粗付加価値を売上高で除した売上高付加価値率の推移を示
す注27）。パナホームとミサワホームは年々売上高付加価値率を向上させ直営方式の企業なみ、あるいはそれ以上
となっている。なお、ミサワホームは売上高付加価値率が 1992 年度から下降しているが、3-2 で述べたよう会
計政策と不動産事業の悪化により付加価値の要素である営業利益率が低下したためだと考えられる。
次にパナホームとミサワホームの販売した戸建住宅の内の企画型住宅の割合と営業利益率の相関を図 3-13、







27）参考文献 18）， 19）による。但しミサワホームの 1977 年度， 1978 年度について文献に記載されていないので筆者の計















































































































































































































































































































ムは 1980 年代から 1990 年代半ばまで事業を効率的に行うことができた。
31）パナホームについては文献 11）pp.124-125。ミサワホームについては参考文献 10）p.4，pp.22-23。


























15）矢野経済研究所 ヤノ・レポート編集部編：住宅産業白書 1981 年版～ 2008 年版
16）ナショナル住宅建材発行：ナショナル住宅建材 10年のあゆみ，1973
17）主婦の友社編：フリーサイズのプレハブ住宅，主婦の友社，1971
18）日本経済新聞社：日経　経営指標ハンドブック　昭和 51年 [ 秋 ] ～昭和 55年 [ 秋 ]
19）日本経済新聞社：日経経営指標　全国上場会社版　昭和 56年 [ 秋 ] ～ 2007 年
20）赤﨑盛久，高田光雄：工業化住宅事業における販売・施工方式と販売管理費に関する研究，日本建築学




(1990 年代～ 2000 年代初期）　

第４章　市場の縮小への転換と工業化住宅　（1990 年代～ 2000 年代初期）
4-1. はじめに






























































6）参考文献 3）pp.35-41  
7）筆者注
8）筆者注　　











ここで市場規模の変化を確認するため 1980 年度から 2000 年度までの新設住宅戸数、新設戸建住宅戸数及び
工業化住宅戸建販売戸数を、工業化住宅戸建販売戸数がピークであった 1996 年度を 100 として図 4-1 に表示
する注13）。
図に見るよう新設戸建戸数と工業化住宅戸建販売戸数は 1980 年代から上昇傾向にあり 1996 年度をピークと
して以降は下降傾向にある。
この間の各社の販売戸数の変化を確認すため同じく 1996 年度を 100 として図 4-2 に表示する注14）。
図に見るようの各社の販売戸数は 1996 年度がピークとなっているが、その前後における各社の変化には差異
がある。つまり 1996 年度以降はパナホームとミサワホームが、1996 年度以前と比較し直営方式の他の 2社以
上に下降している。
4-4-2. 市場ニーズの変化




数は参考文献 6）による。なお，文献 5）に新設住宅の内訳として「プレハブ新設住宅」のデータの記載があるが，p.2 注 7）
でも述べたが，この数字はあくまで建設大臣工業化住宅性能認定制度の認定を受けた住宅の新設住宅戸数である。
14）参考文献 7）による。同文献では 1980 年度から 1983 年度までアパートの戸数を 6で除した数値が加算されている。






































































































































































































（1980 年度～ 2000 年度，1996 年度を 100）
図 4-2 各社の販売戸数の推移
（1980 年度～ 2000 年度，1996 年度を 100）
57
この調査では「間取りの決定」について「標準プランの選択度」を 1974 年度から 1993 年度まで（図 4-3）、「標
準プランを選ばなかった理由」を 1978 年度から 1993 年度まで調査している（図 4-4）。
つぎに、同アンケート調査における居住者の 1976 年度から 1994 年度までの「前住居が持家だった割合」の
推移を図 4-5 に示す (1977 年度から 1980 年度まで持家の内訳なし）。また前住居が「持家」の場合「前住居の
処分方法」ついて 1976 年度から 1994 年度まで調査を行っている。図 4-6 に「取りとりこわして現在の家を建
てた」割合の推移を示す。
また同アンケート調査で 1979 年度から 1998 年度までおこなわれた「標準仕様以外のシステムキッチン、セ

























































































































































































































































































































































































































































（1974 年度～ 1993 年度）
図 4-4 標準プランを選ばなかった理由の推移
（1978 年度～ 1993 年度）
図 4-5 前住居が持ち家だった割合の推移
（1976 年度～ 1994 年度）
図 4-6 前住居を取りこわして建てた割合の推移
（1976 年度～ 1994 年度）
図 4-7 標準仕様以外の別途設備工事費の推移






②図 4-4 から「標準プランを選ばなかった理由」は「好みのプランがなかった」が 1987 年度から増加し、約
40％を占めるようになった。















































各部材とも 1990 年代初頭まで増加傾向にあるが、その後増加のスピードは下がり 1996 年にピークを迎える。






































































































































（1984 年度～ 2000 年度）
図 4-9 壁収納，階段セット，造り付け下駄箱の
出荷量の推移
（1984 年度～ 2000 年度）
60
次に図 4-11 は某代理方式の工業化住宅企業の出荷戸数、オリジナル建材・設備部材の出荷高、同一戸当たり






























































































26）参考文献 11）より 1980 年代末からプレカットは全国的に普及している。
図 4-10 木製ドアの出荷量の推移
（1984 年度～ 2000 年度）
図 4-11 某社工業化住宅企業のオリジナル建材・設備
部材の出荷高と戸建住宅出荷戸数の推移






















































つまり、部材設計面では、1961 年に開発されたＢ型を、1970 年代初期に自由設計のための第 1期の標準化
を終了している注35）。




































図 4-13、図 4-14、図 4-15 に 1991 年度、1996 年度及び 2000 年度の各社の販売戸数を価格帯別に図示した
が注46）、前節で述べた各社の市場への対応とこれら図に現れた業績を照合し以下考察する。
図 4-13 から 1991 年度の各社の状況について以下のことがわかる。














































図 4-13 各社の販売価格帯の販売戸数（1991 年度） 図 4-14 各社の販売価格帯の販売戸数（1996 年度）
図 4-15 各社の販売価格帯の販売戸数（2000 年度）
64
る。
③パナホームとミサワホームについては 1500 万円～ 2000 万円が最多価格帯となっている。




②パナホームとミサワホームが 1991 年度と比べると、最多価格帯が 2000 万円～ 2500 万円へ上昇している。
図 4-15 から 2000 年度の各社の状況について以下のことがわかる。
①積水ハウスの高価格帯へのシフトは更に進み、他の 3社が 2000 万円～ 2500 万円が中心価格層であるのに






































































建設物価調査会発行　国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 監修： 建築統計年報 平成 13年度
版
6）プレハブ建築協会発行：プレハブ建築協会 40 年史，2003






12）「日経産業新聞」1991 年 3月 29日付，朝刊，p.25
13）「日経産業新聞」1998 年 6月 22日付，朝刊，p18
14）「日経産業新聞」1986 年 6月 6日付，朝刊，p.20
15）「日経産業新聞」1990 年 8月 24日付，朝刊，p.19
16）「日経産業新聞」2002 年 3月 14日付，朝刊，p.19
17）「日刊工業新聞」2001 年 10 月 29日付，朝刊，p.1
18)「日経産業新聞」1994 年 5月 11日付，朝刊，p.21
19)「日経産業新聞」1995 年 6月 27日付，朝刊，p.25
20)「日経産業新聞」1999 年 5月 20日付，朝刊，p.16








　　(1980 年代～ 2000 年代初期）　









































ところで、これら 4社は 2-3-1 で明らかにしたよう、1つの事業分野や 1つの販売方式で事業を営んできたわ
けではない。しかし本章では各事業の仕組みの違いを比較するために、主たる住宅事業（主たる販売・施工方式
による工業化住宅事業）、つまり直営方式の企業は「工業化住宅を建設し販売する事業」を、代理方式の企業は「代
理店に対する工業化住宅部材を販売する事業」を対象とする。なお、1980 年代から 2000 年代初期の各社の総
売上高に占める主たる住宅事業の売上高の割合は以下の通りである。
①積水ハウス、同社の完工高がこれにあたり、75.8％（1990 年度）～ 89.6％（1997 年度）注4）。
②大和ハウス工業、同社は工業化住宅だけの完工高を発表していないので参考値として示す。65.0％（2001
年度）～ 95.4％（1992 年度）注5）。
③パナホーム、62.3％（1980 年度）～ 80.2％（1996 年度）。
③ミサワホーム、62.6％（1990 年度）～ 92.0％（2001 年度）。
次に、1980 年代から 2000 年代初期までの 4社の主たる住宅事業の生産、販売、施工からなる供給の仕組み
について有報等の文献により調査した結果を表 5-1 に整理する注6）。

























パナホーム 自社工場にて生産 代理店が販売 代理店施工


















8）パナホームは 1996 年度から 2001 年度で粗付加価値が約 50％低下している。ちなみに図 5-1 の付加価値率ではこの期間
パナホームは 4％強の低下となっているが，付加価値率の分母である売上高が約 40％低下しているのでその程度の付加価
値率の低下となっている。










































































































































































































































12）参考文献 4），参考文献 5）営業品目欄による，参考文献 9）pp.86-90，pp.150-156，pp.216-232，参考文献 12）
pp.305-306，pp536-537
13）参考文献 4），参考文献 5）営業品目欄による，参考文献 9）pp.146-148，pp.162-164，pp.225-234，参考文献 11）p.454，
参考文献 12）pp.411-413，pp.477-479，pp537-538
14）参考文献 4），参考文献 5）営業品目欄による，参考文献 9）p.106，pp.128-129，pp.137-138，p.166，参考文献 11）p.374，
pp.414-419，p.454，pp.617-642，参考文献 12）pp.283-285，pp.480-482，p.538，
15）参考文献 4），参考文献 5）営業品目欄による，参考文献 9）ｐ .88，pp.162-164，pp.146-149，pp.234-236，
pp.443-656，参考文献 11）p.374，p.454，pp.419-425，参考文献 12）pp.482-494，p.539，






























       
  
 








































       
  
 
































1980 年度から 2001 年度までの推移である。



























ここで 1980 年度から 2001 年度までの住宅市場の規模の変化を確認するため新設住宅戸数、新設戸建住宅戸
数及び工業化住宅戸建販売戸数を、工業化住宅戸建販売戸数がピークであった 1996 年度を 100 とし図 5-7 に
表示する注19）。
図に見るよう新設戸建戸数と工業化住宅戸建販売戸数は 1980 年代から上昇傾向にあり 1996 年度をピークと
して、以降は下降傾向にある。
この間の各社の販売戸数の変化を確認するため同じく 1996 年度を 100 とし図 5-8 に表示する注20）。また、プ
レハブ建築協会の調査による調査対象会員企業全社の工業化住宅部材の生産能力の推移を図 5-8 に 1996 年度を
100 とした指数で併記し、業界全体が市場に対してどのような生産体制であったのか表示する注21）。
図に見るようの各社の販売戸数も 1980 年代から上昇傾向にあり 1996 年度がピークとなっているが、その後
住宅市場全体と同様各社とも下降傾向にある。また、業界全体の生産能力が 1980 年度から 1997 年度の上昇傾
向の間に個々の企業で多少の販売戸数の前年減や、1997 年度以降の下降傾向の間に前年増があっても、業界全
体の生産能力が上下していないことから、生産能力のピークが住宅市場規模のピークより 1年のタイムラグが
あるが（市場の変化に対する企業側の対応結果であるから当然であるが）、1980 年度から 1996 年度までは市
場の拡大期であり、それ以降は縮小期であるとの業界の認識であったと考えられる。
そこで次節では 1980 年度から 1996 年度までを工業化住宅の市場の拡大期（以下、市場拡大期）、1997 年
度から 2001 年度までを工業化住宅の市場の縮小期（以下、市場縮小期）とし、両期間における各社の原価と原
価の内訳の変動を比較し、各社の販売・施工方式による事業の差異を分析する。



















































































































































































































































②直営方式の企業は原価率の変動が 75％～ 80％の 5％の間に収まっているのに比べ、代理方式の企業の原価
率の変動が大きい。
③代理方式の企業の原価率は 1980 年代初期から 1990 年代半ばまでの販売戸数の上昇と共に徐々に低下する
が、販売戸数の減少する 1990 年代後半は原価率が上昇している。











































































































































































































（1980 年度～ 2000 年度，1996 年度を 100）
図 5-8 各社の販売戸数と業界全体の生産能力の推移











































































































































































































































営業利益＝売上高×営業利益率＝売上高×（1- 原価率 - 販管費率）





























































2）D. F. Abell （石井淳蔵訳）：事業の定義，千倉書房，1984
3) 野中郁次郎：第 3章　ドメインの定義，石井淳蔵，奥村昭博，加護野忠男，野中郁次郎編著，経営戦略論，
有斐閣，pp.77-94，1996
4) 積水ハウス発行：有価証券報告書　「第 16期（自　昭和 45年 8月 1日　至　昭和 46年 1月 31日）」～「第
57期（自　平成 19年 2月 1日　至　平成 20年 1月 31日）」
5）大和ハウス工業発行：有価証券報告書　「第 12期（自　昭和 37年 10月 1日　至　昭和 38年 3月 31日）」
～「第 69期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
6）パナホーム（旧ナショナル住宅建材）発行：有価証券報告書　「第 10期（自　昭和 45年 10 月 1日　至
　昭和 46年 3月 31日）」～「第 51期（自　平成 19年 4月 1日　至　平成 20年 3月 31日）」
7）ミサワホーム発行：有価証券報告書　「第 5期（自　昭和 46年 4月 1日　至　昭和 47年 3月 31日）」～「第
36期（自　平成 14年 4月 1日　至　平成 15年 3月 31日）」
8）ミサワホームホールディングズ ( 現ミサワホーム）発行：有価証券報告書　「第 1期（自　平成 15年 8月









17）矢野経済研究所ヤノ・レポート編集部編：住宅産業白書 1981 年版～ 2007 年版
18）財団法人建設物価調査会発行　建設省計画局調査統計課監修：建築統計年報昭和 56年度版～財団法人建
設物価調査会発行　国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 監修： 建築統計年報 平成 19年度版
19）社団法人プレハブ建築協会発行：プレハブ住宅販売戸数実績調査及び生産能力調査報告書， 昭和 55年度
版～平成 13年度版
20）日本経済新聞社：日経経営指標　全国上場会社版　昭和 57年 [ 秋 ] ～ 2004 年
21）パナホーム発行：ふれ愛， 2002.4
第６章　他構法による大量住宅生産・供給企業との比較
(1990 年代～ 2000 年代）　




















1）参考文献 1）pp.29-30，参考文献 2）pp.2-5 によると，木造住宅のための施策について，最初に体系化がなされたのは，
1976 年 12 月 7日に出された「建築生産近代化の推進のための方策に関する答申―住宅等小規模建築工事の合理化方策に
ついて―」である。
2）参考文献 1）pp29-30，参考文献 3）p.242，参考文献 4）によると，1974 年からツーバイフォー構法のための旧建設省
の総合技術開発プロジェクト「小規模住宅の新施工性に関する開発研究」が取組まれた。
図 6-1 戸建住宅生産・供給企業の 1990 年度から 2007 年度の間の
累計販売戸数上位 8社の販売戸数の推移








































































































































他構法の住宅による比較対象企業については 1-4-9 でふれたがここで再度説明する。図 6-2 は 1998 年度から
2007 年度の 10 年間の戸建住宅の累計販売戸数の上位 15社の企業である。そこで、以下の条件により改良木
造住宅による住友林業（1955 年設立、1975 年住宅事業に参入）と、ツーバイフォー住宅による三井ホーム（1974
年設立）を個別事例的に比較する対象として選定した。
①本研究で研究対象としている工業化住宅の企業 4社と、1998 年度から 2007 年度の 10年間において同等
の累計販売戸数の企業注7）。
②株式を上場し、有報が公開されている企業。但し、三井ホームについては 1993 年 2月の株式上場であり、



























































































































図 6-2 戸建住宅生産・供給企業の 1998 年度から 2007 年度の間の上位 15 社の累計販売戸数
（＊ : 改良木造住宅、＊＊ : ツーバイフォー住宅、印なし : 工業化住宅．（非）：非上場会社）
83
住宅事業を分析対象とするが、以下 1990 年度から 2007 年度までの各社の主たる住宅事業の全売上高に占める
割合を有報により確認する。
①積水ハウスは直営方式によって主たる住宅事業を行っているが、1990 年度から 2005 年度までは全売上高
の 74.6％～ 89.6％である注8）。
②大和ハウス工業も直営方式によって主たる住宅事業を行っている。1990 年度から 2007 年度までの完成工
事高（以下、完工高）は全売上高の 65.0％～ 95.4％あるが、同社の完工高には工業化住宅事業の他に一部
一般建築工事も含まれており、その内訳は不明である注9）。
③パナホームは 2002 年 10 月に主たる販売・施工方式を代理方式から直営方式に変更している注10）。したがっ
て 1990 年度から 2001 年度までの主たる住宅事業は代理店への工業化住宅の部材売上高であり、全売上高
の 66.0％～ 80.2％である。また 2003 年度から 2007 年度までの直営方式による主たる住宅事業（完工高）
は全売上高の 66.0％～ 69.1％である。
④ 2002 年度までのミサワホームの主たる住宅事業は代理方式である。1990 年度から 2002 年度までの代理






に行っていた企業である。主たる住宅事業は直営方式によって行っているが、1990 年度から 2007 年度ま
での完工高は全売上高の 36.3％～ 53.9％で、他社と比べ高くはない注13）。







10）参考文献 12）第 46期 p.7 に主たる住宅事業の販売・施工方式を変更する旨の記述がある。図 2-1，図 2-2 参照。
11）参考文献 13）第 17期 p.9。図 2-3 参照


































そこで、1990 年度から 2007 年度までの各社の主たる住宅事業の販管費率の値を図 6-3 に図示する（但し、



















































































































































































































































































































































































図 6-4 から販売推進費の割合がパナホーム、住友林業、三井ホームの 3社は他の 3社と較べ低い。この費用
は状況に合わせて経営者が容易に変更できる費用であり、各社の経営判断の結果と解釈される。
図 6-5 から人件費については住友林業や三井ホームは、同じ直営方式の積水ハウス、大和ハウス工業、および













































































































16）参考資料 17）のデータを筆者がグラフ化した。1991 年度から 2001 年度まで販売された全工業化住宅に住宅金融公


































































次に調査会社の過去の資料をもとに図 6-8 に 1991 年度、図 6-9 に 1996 年度、図 6-10 に 2001 年度、図
6-11 に 2006 年度の各社の価格帯別の販売戸数を 5年毎に表示する注15）。
また、住宅金融公庫融資の住宅の構法別の建築総工事費の推移を図 6-12 に、建築工事単価の推移を図 6-13
に示す注16）。
これらの図から以下のことがわかる。
①図 6-8 から図 6-11 で住友林業や三井ホームの販売する住宅は工業化住宅による企業と同様、1500 万円か
ら 4000 万円の価格帯に分布している。
















































































































































































































この 2008 年の調査結果を 1980 年に調査した原価の構成に反映させて、2008 年時点での原価の構成を計算
した結果を図 6-15 に示す。
計算から主要構造部以外の部材の「自社独自」の部材の占める割合は 6.2％となり、1戸分における「自社独自」















































































































部位 部　　　材 1998年 2008年
天　井 天井下地 自社独自 市販部材と共通
間仕切下地 自社独自 市販部材と共通
室内建具 自社独自 市販部材と共通





設　備 洗面 自社独自 市販部材と共通
トイレ 市販部材と共通 市販部材と共通
電気設備 市販部材と共通 市販部材と共通
補助材料 釘、ボルト類 市販部材と共通 市販部材と共通
床 市販部材と共通 市販部材と共通











  図 6-14 某社の工業化住宅の部材原価の構成









  図 6-15 某社の工業化住宅の部材原価の構成
                                                                      （2008 年）















ハウス工業、住友林業、三井ホームと 2003 年度以降のパナホームの原価率は、ほぼ 75％から 80％の間で
ある。
③販売価格帯においても住友林業と三井ホームの販売する住宅は工業化住宅とほぼ同じ価格帯の住宅である。



























10）積水ハウス発行：有価証券報告書　「第 16期（自昭和 45年 8月 1日　至昭和 46年 1月 31日）」～
「第 57期（自平成 19年 2月 1日　至平成 20年 1月 31日）」
11）大和ハウス工業発行：有価証券報告書　「第 12期（自昭和 37年 10月 1日　至昭和 38年 3月 31日）」
～「第 69期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
12）パナホーム（旧ナショナル住宅建材）発行：有価証券報告書　「第 10期（自昭和 45年 10 月 1日　
至昭和 46年 3月 31日）」～「第 51期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
13）ミサワホーム発行：有価証券報告書　「第 5期（自昭和 46年 4月 1日　至昭和 47年 3月 31日）」～「第
36期（自平成 14年 4月 1日　至平成 15年 3月 31日）」
14）ミサワホームホールディングス発行（現ミサワホーム）：有価証券報告書　「第 1期（自平成 15年 8
月 1日　至平成 16年 3月 31日）」～「第 5期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
15）住友林業発行：有価証券報告書　「第 52期（自平成 3年 4月 1日　至平成 4年 3月 31 日）」～「第
68期（自平成 19年 4月 1日　至平成 20年 3月 31日）」
16）三井ホーム発行：有価証券報告書　「第 18期（自平成 3年 4月 1日　至平成 4年 3月 31日）」～「第



























































































































●積水ハウス 自由設計住宅 ●積水ハウス 自由設計住宅 ・積水ハウス企画型住宅




・積水ハウス 自由設計住宅 ・積水ハウス 自由設計住宅
・大和ハウス工業 自由設計住宅 ・パナホーム 企画型住宅 ・積水ハウス 企画型住宅





・パナホーム 企画型住宅 ・積水ハウス 企画型住宅




































































































































































































































































表 7-1  工業化住宅の仕組みと商品、部材のアーキテクチャの変遷





●パナホーム 企画型住宅 ●パナホーム 企画型住宅
●ミサワホーム 企画型住宅 ●ミサワホーム 企画型住宅
●積水ハウス 自由設計住宅 ・積水ハウス企画型住宅 ●積水ハウス 自由設計住宅 ・積水ハウス企画型住宅
●大和ハウス工業 自由設計住宅 ●大和ハウス工業企画型住宅 ●大和ハウス工業 自由設計住宅 ・大和ハウス工業企画型住宅
●パナホーム 自由設計住宅 ●パナホーム 自由設計住宅
●ミサワホーム自由設計住宅 ●ミサワホーム自由設計住宅
・積水ハウス 自由設計住宅 ・積水ハウス 自由設計住宅
・パナホーム 企画型住宅 ・積水ハウス 企画型住宅 ・パナホーム 企画型住宅 ・積水ハウス 企画型住宅
・ミサワホーム 企画型住宅 ・大和ハウス工業 自由設計住宅 ・ミサワホーム 企画型住宅 ・大和ハウス工業 自由設計住宅




・パナホーム 企画型住宅 ・積水ハウス 企画型住宅








































































































































































































































1990 年代半ばから工業化住宅の市場は、第 4章、第 5章で詳しく述べたよう住宅市場の規模の縮小とニーズ
の多様化によって大きく変化した。また背景には人口減少がすすみ、その先には世帯数の減少が控えている。こ
の転換期において工業化住宅事業は今後いかにあるべきか、以下の問題提起をもとに提言を試みる。































































































































































































更に C. M. Christensen らは「企業が競争相手よりすぐれた製品を供給し、価格と利益率を高めようと努力す
ると、市場を追い抜いてしまうことがある。顧客が必要とする以上の、ひいては顧客が対価を支払おうと思う以
上のものを提供してしまうのだ」と指摘している注7）。














8）住宅産業研究所の調査によれば全工業化住宅企業が展示場の数の削減を進めている。以下，各社の 1995 年と 2008 年の
全国に立っていた展示場の合計戸数の比較である。積水ハウス（513 戸⇒ 478 戸），大和ハウス工業（279 戸⇒ 242 戸），























































16）参考文献 8）p.2，なお参考文献 11）p.3 に 1972 年当時の寸法体系について以下の記述がある。「住宅の基準寸法は，わ
が国では柱間を基準として用いられるが，関西（京間），関東（田舎間），中京（中間）など，地域的相違があり，さらに供
給主体による相違，またメートル法実施に伴う換算数値の乱れなどがあって，まちまちな現状である。
17）参考文献 9）Nikolaas J. Habraken は住戸から都市の計画に至るまで適用できるゾーンと境界（マージン）からなるグリッ
ドを提案している。
18）参考文献 4）p.14，1959 年積水ハウスの母体である積水化学で，工業化住宅のプロジェクトがスタート。参考文献 5）p.68，















9）Nikolaas J. Habraken：支え構造と分離ユニット，都市住宅，第 55 号，鹿島研究所出版会，pp.5-51，
1972.9
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